
◆有効求人倍率の推移

（注） 「全国」「静岡県」の数値は季節調整済の数値、「焼津所」は実数値である。

季節調整については、令和2年12月以前の数値については季節調整替えを行っている。
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　◎有効求人倍率は０．８３倍となり、前年同月比では０．１３ポイント上回った。
　　　※３ヶ月連続で０．８倍台を上回った。

　◎新規求人倍率は１．３３となり、前年同月比では０．２２ポイント上回った。
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年  月 対 前 月 対 前 年 同 月

項目 増 減 率 （ 差 ） 増 減 率 （ 差 ）

1 1,131 975 1,048 16.0 ％ 7.9 ％ 

う ち 常 用 1,128 974 1,040 15.8 ％ 8.5 ％ 

2 4,922 4,773 4,282 3.1 ％ 14.9 ％ 

う ち 常 用 4,914 4,765 4,268 3.1 ％ 15.1 ％ 

3 1,501 1,451 1,163 3.4 ％ 29.1 ％ 

う ち 常 用 1,253 1,173 980 6.8 ％ 27.9 ％ 

4 4,088 3,953 2,977 3.4 ％ 37.3 ％ 

う ち 常 用 3,398 3,325 2,513 2.2 ％ 35.2 ％ 

5 874 1,038 774 ▲ 15.8 ％ 12.9 ％ 

6 264 305 197 ▲ 13.4 ％ 34.0 ％ 

7 237 310 165 ▲ 23.5 ％ 43.6 ％ 

8 1.33 倍 1.49 倍 1.11 倍 ▲ 0.16 ｐ 0.22 ｐ 

9 0.83 倍 0.83 倍 0.70 倍 0.00 ｐ 0.13 ｐ 

10 23.3 ％ 31.3 ％ 18.8 ％ ▲ 7.9 ｐ 4.5 ｐ 

11 15.8 ％ 21.4 ％ 14.2 ％ ▲ 5.6 ｐ 1.6 ｐ 

12 655 619 662 5.8 ％ ▲ 1.1 ％ 

う ち 常 用 655 619 659 5.8 ％ ▲ 0.6 ％ 

13 2,915 2,853 2,594 2.2 ％ 12.4 ％ 

う ち 常 用 2,913 2,850 2,587 2.2 ％ 12.6 ％ 

14 976 956 809 2.1 ％ 20.6 ％ 

う ち 常 用 775 766 666 1.2 ％ 16.4 ％ 

15 2,775 2,722 2,084 1.9 ％ 33.2 ％ 

う ち 常 用 2,236 2,253 1,713 ▲ 0.8 ％ 30.5 ％ 

16 568 633 581 ▲ 10.3 ％ ▲ 2.2 ％ 

17 157 146 116 7.5 ％ 35.3 ％ 

18 133 159 93 ▲ 16.4 ％ 43.0 ％ 

19 24.0 ％ 23.6 ％ 17.5 ％ 0.4 ｐ 6.4 ｐ 

20 13.6 ％ 16.6 ％ 11.5 ％ ▲ 3.0 ｐ 2.1 ｐ 

21 476 356 386 33.7 ％ 23.3 ％ 

う ち 常 用 473 355 381 33.2 ％ 24.1 ％ 

22 2,007 1,920 1,688 4.5 ％ 18.9 ％ 

う ち 常 用 2,001 1,915 1,681 4.5 ％ 19.0 ％ 

23 525 495 354 6.1 ％ 48.3 ％ 

う ち 常 用 478 407 314 17.4 ％ 52.2 ％ 

24 1,313 1,231 893 6.7 ％ 47.0 ％ 

う ち 常 用 1,162 1,072 800 8.4 ％ 45.3 ％ 

25 306 405 193 ▲ 24.4 ％ 58.5 ％ 

26 107 159 81 ▲ 32.7 ％ 32.1 ％ 

27 104 151 72 ▲ 31.1 ％ 44.4 ％ 

28 22.5 ％ 44.7 ％ 21.0 ％ ▲ 22.2 ｐ 1.5 ｐ 

29 19.8 ％ 30.5 ％ 20.3 ％ ▲ 10.7 ｐ ▲ 0.5 ｐ 

※1  （全数） ＝ （一般：パートタイム以外の常用及び臨時・季節） ＋ （パートタイム：常用的及び臨時的パート）である。

※2　▲ は減少率（差）、ｐはポイントである。
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職   業   紹   介   関   係   主   要   指   標
焼津所

令 和 3 年 4 月 令 和 3 年 3 月 令 和 2 年 4 月



産業別規模別新規求人状況

焼津所
　                     新規求人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人） （％）

常用計 常用計 常用計

Ａ,Ｂ　農,林,漁業（01～04）　　　 29 29 23 23 26.1 26.1

Ｄ　建設業（06～08）　　　　 135 132 124 124 8.9 6.5

Ｅ　製造業（09～32）　　　　 348 304 221 185 57.5 64.3

　　09　食料品製造業　　　　 116 82 95 67 22.1 22.4

　　10　飲料・たばこ・飼料製造業　　　　　 9 9 5 3 80.0 200.0

　　14　パルプ・紙・紙加工品製造業　　 14 14 10 10 40.0 40.0

　　15　印刷・同関連業　 0 0 1 1 - -

　　16　化学工業 13 13 6 5 116.7 160.0

　　18　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 53 52 24 24 120.8 116.7

　　23　非鉄金属製造業 7 7 0 0 - -

　　24　金属製品製造業 18 18 8 8 125.0 125.0

　　25　はん用機械器具製造業 23 22 10 10 130.0 120.0

　　26　生産用機械器具製造業　 19 19 7 7 171.4 171.4

　　27　業務用機械器具製造業　　 0 0 0 0 - -

　　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　　　 2 2 0 0 - -

　　29　電気機械器具製造業 7 7 7 4 0.0 75.0

　　31　輸送用機械器具製造業 26 26 12 10 116.7 160.0

Ｇ　情報通信業（37～41） 8 5 0 0 - -

Ｈ　運輸業,郵便業（42～49）　 102 101 131 129 ▲ 22.1 ▲ 21.7

Ｉ　卸売業,小売業（50～61）　　 118 118 103 103 14.6 14.6

　　50～55　卸売業 37 37 40 40 ▲ 7.5 ▲ 7.5

　　56～61　小売業 81 81 63 63 28.6 28.6

Ｊ　金融業,保険業（62～67）　　 0 0 4 4 - -

Ｋ　不動産業,物品賃貸業（68～70）　　　　 15 12 11 11 36.4 9.1

Ｌ　学術研究,専門・技術サービス業（71～74） 23 23 12 12 91.7 91.7

Ｍ　宿泊業,飲食サービス業（75～77） 37 32 23 23 60.9 39.1

　　75　宿泊業　　　 6 6 3 3 100.0 100.0

　　76　飲食店　　　 26 21 5 5 420.0 320.0

Ｎ　生活関連サービス業,娯楽業（78～80）　　　 27 27 2 2 1,250.0 1,250.0

Ｏ　教育,学習支援業（81,82） 26 24 6 6 333.3 300.0

Ｐ　医療,福祉（83～85） 343 342 243 240 41.2 42.5

　　83　医療業 89 88 72 71 23.6 23.9

　　85　社会保険・社会福祉・介護事業 254 254 171 169 48.5 50.3

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 260 79 228 90 14.0 ▲ 12.2

　　91　職業紹介・労働者派遣業 190 9 163 25 16.6 ▲ 64.0

Ｓ,Ｔ　公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 18 13 18 17 0.0 ▲ 23.5

1,501 1,253 1,163 980 29.1 27.9

29人以下 992 816 710 577 39.7 41.4

30～99人 336 310 307 292 9.4 6.2

100～299人 115 106 96 88 19.8 20.5

300～499人 18 10 10 4 80.0 150.0

500～999人 38 9 37 16 2.7 ▲ 43.8

1000人以上 2 2 3 3 ▲ 33.3 ▲ 33.3

令和3年4月 令和2年4月 前年同月比
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※求人数の多い主要な産業を表記しているため、合計と内訳の数値は一致しない。

全数（一般＋パート）全数（一般＋パート）全数（一般＋パート）
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業
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【主な産業別新規求人の状況】 対前年同月比 

                                     

○建設業は、１３５人で前年同月比１１人（８．９％）増加した。 

○製造業は、３４８人で前年同月比１２７人（５７．５％）増加した。 

  うち食料品製造業は、１１６人で前年同月比２１人（２２．１％）増加した。 

○運輸・郵便業は、１０２人で前年同月比２９人（２２．１％）減少した。 

○卸・小売業は、１１８人で前年同月比１５人（１４．６％）増加した。 

○飲食・宿泊業は、３７人で前年同月比１４人（６０．９％）増加した。 

 ○医療・福祉業は、３４３人で前年同月比１００人（４１．２％）増加した。 

○サービス業は、２６０人で前年同月比３２人（１４．０％）増加した。 

 

 

 

【規模別新規求人の状況】 対前年同月比     

  

○事業所規模別新規求人数では、 

２９人以下規模は、９９２人で前年同月比２８２人（３９．７％）増加した。 

３０人～９９人規模は、３３６人で前年同月比２９人（９．４％）増加した。 

１００人～２９９人規模は、１１５人で前年同月比１９人（１９．８％）増加した。 

３００人以上規模は、５８人で前年同月比８人（１６．０％）増加した。 

 

 

 

 
 
【管内の求人・求職状況】 対前年同月比 

 

有効求人数は、前年同月比 ３７．３％の増加 

○有効求人数は、４，０８８人で、前年同月比３７．３％の増加となった。 

○新規求人数は、１，５０１人で、前年同月比２９．１％の増加となった。 

 

有効求職者数は、前年同月比 １４．９％の増加 

○有効求職者数は、４，９２２人で、前年同月比１４．９％の増加となった。 

○新規求職者数は、１，１３１人で、前年同月比７．９％の増加となった。 

 


